
（平成２２年９月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岩手厚生年金 事案 713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 

申立人は、申立期間②及び③について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 43年８月１日から 51年 11月１日まで 

② 昭和 45年５月から 47年 11月まで 

③ 昭和 48年８月から 50年２月まで 

社会保険事務所（当時）に年金記録について相談したところ、申立期間①

については、標準報酬月額が会社で保管していた自分の記録と社会保険事務所

の記録が相違していることが分かった。 

また、申立期間②及び③については、厚生年金保険の加入記録が無いとの

回答を受けた。 

私の年金記録について調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①について、社会保険庁（当時）のＡ社Ｂ支社の標準報

酬月額の記録が、同社保管の厚生年金保険被保険者名簿の標準報酬月額と相違

しているとして申し立てているところ、同名簿において昭和 46 年８月に適用

されている標準報酬月額は３万円で、国（厚生労働省）の標準報酬月額１万

6,000円と相違していることが確認できる。 

しかしながら、申立人は「申立事業所に在籍したままにしていたが、別の

事業所に勤務していた。申立事業所から支払われた給与は自分がもらっていな

いので、詳細については分からない。」と供述している上、申立事業所に照会

を行ったところ「保管している厚生年金保険被保険者名簿と申立人の年金記録

が相違している理由は、当時の資料が残っていないため不明である。」と回答



                      

  

している。 

また、申立期間当時に勤務していた申立人の父及び申立人の元同僚５人、

計６人について、申立事業所保管の厚生年金保険被保険者名簿と申立事業所に

係る厚生年金保険被保険者原票の標準報酬月額を確認したところ、申立人と同

様に標準報酬月額が相違していることが確認でき、申立人の標準報酬月額のみ

が相違しているという事情は見当たらない。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者原票を確認しても、申立人の

標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも一致している上、

さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡も見当たらない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｃ区にあったＤ社に勤務していたと主張し

ているところ、申立人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険の加入につい

て、現在のＥ社に照会したが、「当時の関係資料は無く不明である。」と回答

しており、申立内容を裏付ける関連資料や供述を得ることができなかった。 

また、申立期間当時、申立事業所において厚生年金保険の被保険者となっ

ている複数の者に照会したが、申立内容を裏付ける供述を得ることができなか

った。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を

確認したところ、申立人の加入記録は無い。 

申立期間③について、申立人が所持しているＦ社の申立人の氏名が記載さ

れている名刺から、時期及び期間は不明であるが、申立人が同事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、申立事業所は、平成 18 年３月１日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっており、申立事業所の人事記録の一部を引き継いだとするＧ社

に申立人の申立期間に係る厚生年金保険の加入について照会したが、「当時の

関係資料は無く不明であるが、営業社員であれば歩合給の者が多いので厚生年

金保険に加入させていなかったこともある。」と回答している。 

また、申立期間当時、申立事業所において、厚生年金保険の被保険者とな

っている複数の者に照会したところ、回答があった２人は、「営業社員は完全

歩合給制だったので厚生年金保険には加入していなかったと思う。」と回答し

ている。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を

確認したところ、申立人の加入記録は無く、整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間②及び③における厚生年金保険料の控除につ



                      

  

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②及び③に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から 57年４月まで 

私は、申立期間についてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者

記録が無かった。間違いなく勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、昭和 53年３月 26日から 56年１月 26日まで

の期間において、申立人がＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立事業所は平成 10 年３月１日に

初めて厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は、厚生年金保険

の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、申立人の勤務実態、厚生年金保険の適用及び保険料の控除等について現

在の事業主に照会したところ、「当時の関係書類は保存していないため申立人の

勤務実態は不明であるが、申立期間当時、当社は厚生年金保険の適用事業所では

なかったため、申立てどおりの届出、保険料控除については行っていない。」と

回答している。 

さらに、申立事業所の当時の役員及び申立人が一緒に働いていたとして名前を

挙げた複数の元同僚については、いずれも申立期間において厚生年金保険の被保

険者記録は確認できない上、前記の元同僚に照会したが、申立人が申立期間にお

いて厚生年金保険に加入していた事実を裏付ける関連資料や供述を得ることはで

きなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



                      

  

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年８月１日から同年 12月１日まで 

私は、昭和 63 年８月１日から平成２年１月１日までＡ社（現在は、Ｂ社）

から派遣されＣ社で勤務したが、申立期間において厚生年金保険の被保険者記

録が無かった。 

間違いなく勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった派遣先のＣ社で撮ったとする写真により、申立人が申

立期間ごろにおいて当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立期間の勤務実態や厚生年金保険の加入について、派遣元の

Ｂ社に照会したが、「申立人に係る関係書類が保管されておらず不明である。」

と回答しており、申立内容を裏付ける関連資料や供述を得ることができなかった。 

また、申立事業所に係るオンライン記録を確認したところ、申立期間において、

申立人の厚生年金保険の被保険者記録は無い上、申立人が申立期間ごろに一緒に

勤務したとして名前を挙げた元同僚についても、申立人と同様に厚生年金保険の

被保険者記録が無い。 

加えて、申立人の申立事業所における雇用保険の被保険者記録が厚生年金保険

の被保険者記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 


